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令和２年度 市町村普通会計決算 

 
 
 

  このたび、県内市町村の令和２年度普通会計決算がまとまりましたのでお知らせします。 
    

※ 普通会計とは、一般会計と、公営事業会計（独立採算によって運営される地方公営企業等）以外の会計 

 を総合して一つの会計としてまとめたものです。 

    ※  本資料の図表中の数値については、表示単位未満四捨五入の関係で、積上げと合計等が一致しない場合

があります。 

※ 過去の県内市町村の決算資料等は、岐阜県公式ホームページでご覧いただけます。 

トップ＞くらし・防災・環境＞市町村情報＞市町村財政＞市町村財政の状況「岐阜県市町村の行財政関 

係の統計」 

 （https://www.pref.gifu.lg.jp/page/4788.html） 

 

 
 
 

１ 総括 
 

〇 歳入・歳出ともに過去最大。 

・ 歳入面では特別定額給付金事業費補助金等の新型コロナウイルス感染症対策に係る国庫支

出金等が増加、歳出面では総務費、商工費、教育費等が増加。 

 

〇 実質収支は、県内全市町村が黒字を維持。 

 

○  財政運営指標（財政力指数・経常収支比率・実質公債費比率）は、ほぼ横

ばいであり、いずれも全国平均に比べ、良好な状態にある。 

［注］ 各財政運営指標の詳細については、P.15 以降に記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.pref.gifu.lg.jp/page/4788.html
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２ 決算規模 
 

○ 決算規模は歳入・歳出ともに増加し過去最大（歳入は８年連続増加）。 

・歳入で３１．５％、約２，８９５億円の増、歳出で３２．２％、約２，８０１億円の増。 

 

 令和２年度における普通会計決算規模は、 

 

  歳入 １兆２，０７８億２，６９９万円（前年度 ９，１８３億  １７７万円） 

 

   歳出  １兆１，５０１億８，０３５万円（前年度 ８，７００億５，４８６万円） 

 

対前年度伸率は、歳入３１．５％（前年度３．０％）、歳出３２．２％（前年度３．４％）とな

った。 

 

決算規模の対前年度比較 
（単位：百万円、％）

歳入総額 歳出総額
歳入歳出
差　　引

翌年度に繰越
すべき財源

実質収支 単年度収支
実質単年度
収　　　支

1,207,827 1,150,180 57,647 9,435 48,212 6,922 ▲ 1,774

（額） 289,525 280,125 9,400 2,547 6,852 3,625 3,767

（伸率） 31.5 32.2 19.5 37.0 16.6 109.9 ▲ 68.0

918,302 870,055 48,247 6,887 41,359 3,297 ▲ 5,541

決算年度・区分

令和２年度

令和元年度

対前年度
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３ 決算収支 
 

○ 実質収支は県内全市町村とも黒字であり、実質収支の市町村合計額も前

年度を上回った。（全国では１団体を除き黒字） 

［注］ 全国の状況は、総務省公表資料「令和２年度市町村普通会計決算の概要（速報）」による。 

 

（１）実 質 収 支          （歳入歳出差引額－明許繰越等により翌年度に繰り越すべき財源） 

４８２億１，１８１万円 （前年度 ４１３億５，９４８万円） 

    ・県内全市町村とも黒字となった。 

 

（２）単 年 度 収 支           （当該年度の実質収支－前年度の実質収支） 

       ６９億２，２４２万円 （前年度 ３２億９，７１９万円） 

    ・黒字３１団体、赤字１１団体（前年度は、黒字２５団体、赤字１７団体）となった。 

    

（３）実質単年度収支    

（単年度収支＋財政調整基金への積立額＋地方債の繰上償還額－財政調整基金取崩し額）   

▲１７億７，３９３万円 （前年度 ▲５５億４，１１５万円） 

    ・黒字２６団体、赤字１６団体（前年度は、黒字１９団体、赤字２３団体）となった。 
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  実質収支とは、歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源を控除した額。 

地方公共団体が黒字であるか赤字であるかは、一般的にこの数値により判断されることから、財政運営の健全性 

を示す重要な項目とされている。 

   

単年度収支は、当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額。 

実質収支が黒字で推移している状況において、単年度収支が赤字となった場合は過去の剰余金を当該年度に支出 

したことになり、黒字となった場合は前年度の剰余金以上に剰余金が発生したことになる。 

   

実質単年度収支は、単年度収支に、実質的な黒字要素（財政調整基金への積立額及び地方債の繰上償還額）を加え、 

赤字要素（財政調整基金の取崩し額）を差し引いた額。 

当該年度だけの実質的な収支を把握するためのものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】 
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４ 歳入の状況 
 

 

○  地方税は８年ぶりに減少。 

・ 地方税は、市町村民税の減少等により８年ぶりに減少（▲０．９％）した。 

 

○  地方交付税は８年ぶりに増加。 
・ 地方交付税は８年ぶりに増加（１．８％）した。 

・ また、地方交付税の不足分として振り替えられる臨時財政対策債も増加（４．６％）し、

地方交付税に臨時財政対策債を加えた実質的な地方交付税についても増加 

（２．１％）した。 

 

○  国庫支出金は２年連続の増加。 
・ 国庫支出金は、特別定額給付金給付事業費補助金等の新型コロナウイルス感染症に係る 

国庫支出金の増加等により、昨年度より増加（２４６．５％）した。 

 

○  地方債は２年連続の増加。 

・ 緊急防災・減災事業債、減収補塡債等の発行額の増加により、昨年度より増加 

（３．０％）した。 
 
 

 
 

決算規模の対前年度比較 （単位：百万円、％）

決算額 構成比
対前年度
伸    率

決算額 構成比
対前年度
伸    率

523,826 43.4 1.2 517,420 56.4 0.9

地方税 302,628 25.1 ▲ 0.9 305,457 33.3 1.5

地方譲与税 9,308 0.8 5.9 8,791 1.0 5.9

地方交付税 158,191 13.1 1.8 155,435 16.9 ▲ 0.8

その他 53,699 4.4 12.5 47,738 5.2 2.5

14,189 1.2 ▲ 16.1 16,920 1.8 ▲ 7.5

348,371 28.8 246.5 100,537 11.0 7.2

61,071 5.1 4.7 58,310 6.3 8.3

78,892 6.5 3.0 76,596 8.3 9.1

うち臨時財政対策債 24,133 2.0 4.6 23,070 2.5 ▲ 15.8

181,478 15.0 22.2 148,519 16.2 4.2

うち繰入金 51,786 4.3 14.2 45,341 4.9 10.5

1,207,827 100.0 31.5 918,302 100.0 3.0

うち地方交付税＋臨時財政対策債 182,324 15.1 2.1 178,505 19.4 ▲ 3.1

県支出金

地方債

その他

歳入総額

令和２年度 令和元年度
区分

（

内
訳
）

一般財源

使用料・手数料

国庫支出金

 
 
［注］一般財源のうち「その他」は、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ 
   場利用税交付金、自動車取得税交付金、自動車税環境性能割交付金、法人事業税交付金、地方特例交付金の合計額。 
［注］「国庫支出金」には、国有提供施設等所在市町村助成交付金を含む。 
［注］「その他」は、交通安全対策特別交付金、分担金及び負担金、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金及び諸収入の合計額。 
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（１）一般財源総額は、前年度比１．２％、６４億６百万円の増となった。 

（２）地方税は、市町村民税の減少等により、前年度比０．９％、２８億２９百万円の減と、 
８年ぶりに減となった。 
うち市町村民税は、個人所得割が０．８％増加したが、法人所得の減少による法人税割の

３２．１％減等により、総額では３．９％の減となった。 
また、固定資産税は、家屋と償却資産の税収が増加したため、１．９％の増となった。 

地方税の収入済額対前年度比較 （単位：百万円、％）

決算額 構成比
対前年度

伸率
決算額 構成比

対前年度
伸率

302,628 100.0 ▲ 0.9 305,457 100.0 1.5

126,731 41.9 ▲ 3.9 131,891 43.2 0.9

3,671 1.2 0.6 3,648 1.2 0.5

105,290 34.8 0.8 104,493 34.2 1.5

5,761 1.9 ▲ 5.0 6,067 2.0 0.3

12,009 4.0 ▲ 32.1 17,683 5.8 ▲ 2.2

139,851 46.2 1.9 137,259 44.9 1.9

139,518 46.1 1.9 136,918 44.8 1.9

土地 46,375 15.3 ▲ 0.7 46,692 15.3 ▲ 0.2

家屋 59,883 19.8 2.3 58,518 19.1 2.7

償却資産 33,260 11.0 4.9 31,708 10.4 3.6

333 0.1 ▲ 2.3 341 0.1 ▲ 2.3

36,046 11.9 ▲ 0.7 36,307 11.9 1.8

固定資産税

純固定資産税

交付金

その他

令和元年度

地方税

市町村民税

個人均等割

所得割

法人均等割

法人税割

区分

令和２年度

 

（３）地方譲与税は、森林環境譲与税の増により、前年度比５．９％、５億１７百万円の増とな
った。 

 
（４）地方交付税は、前年度比１．８％、２７億５６百万円の増と、８年ぶりに増となった。ま

た、地方交付税の不足分として振り替えられる臨時財政対策債（臨財債）も４．６％増加し、
実質的な地方交付税としては２．１％の増となった。 

 
（５）一般財源のうち、その他は、地方消費税交付金の増や法人事業税交付金の創設等により、

前年度比１２．５％、５９億６１百万円の増となった。 
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（６）国庫支出金は、特別定額給付金給付事業費補助金等の新型コロナウイルス感染症対策に係

る国庫支出金の増等により、前年度比２４６．５％、２，４７８億３４百万円の増となった。 
 
（７）県支出金は、普通建設事業費支出金、新型コロナウイルス感染症対策に係る支出金の増等

により、前年度比４．７％、２７億６１百万円の増となった。 
 
（８）地方債は、緊急防災・減災事業債、減収補塡債等の発行額の増により、全体としては、前

年度比３．０％、２２億９６百万円の増となった。なお、臨時財政対策債を除いた地方債は、
２．３％の増となっている。 

 
（９）その他は、新型コロナウイルス感染症対策に係る制度融資の増等による貸付金元利収入の

増加等により、前年度比２２．２％、３２９億５９百万円の増となった。 
 

 

 

（単位：億円、％）

区　分 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 R1年度 R2年度

地方債発行額 705.6 701.8 700.1 735.0 631.0 642.5 717.8 702.3 766.0 788.9

対前年度伸率 ▲10.9 ▲ 0.5 ▲ 0.2 5.0 ▲ 14.2 1.8 11.7 ▲ 2.2 9.1 3.0  
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５ 歳出の状況 
 

■目的別歳出 

 

○ 総務費、商工費、教育費などが増加した一方、議会費、労働費、農林水

産業費が減少した。 

 

 ※ 目的別歳出とは、財源をどういった行政目的のためにどれだけ支出したかによって分類したもの。 

 

目的別歳出の対前年度比較 

（単位：百万円、％）

決算額 構成比
対前年度
伸    率

決算額 構成比
対前年度
伸    率

6,076 0.5 ▲ 2.0 6,203 0.7 ▲ 1.1

339,144 29.5 158.0 131,475 15.1 8.8

278,980 24.3 2.3 272,729 31.3 2.2

74,360 6.5 0.7 73,842 8.5 0.7

1,275 0.1 ▲ 5.9 1,355 0.2 11.0

27,079 2.4 ▲ 3.2 27,964 3.2 4.6

75,211 6.5 126.8 33,158 3.8 10.2

96,885 8.4 3.0 94,040 10.8 ▲ 1.8

42,050 3.7 11.0 37,887 4.4 0.3

121,727 10.6 13.0 107,710 12.4 10.8

7,800 0.7 29.7 6,014 0.7 ▲ 7.4

79,571 6.9 2.5 77,656 8.9 ▲ 0.9

22 0.0 0.0 22 0.0 ▲ 85.3

1,150,180 100.0 32.2 870,055 100.0 3.4

令和元年度

議会費

商工費

諸支出金

土木費

消防費

教育費

区分
令和２年度

歳出総額

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

災害復旧費

公債費
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（１）歳出総額における費目別の構成比は、総務費（２９．５％）、民生費（２４．３％）、教育
費（１０．６％）、土木費（８．４％）、公債費（６．９％）の順で、前年度の民生費にかわ
り総務費が最も大きい割合を占めた。 

 
 
（２）費目別の対前年度増減は、総務費（１５８．０％）や商工費（１２６．８％）、災害復旧費

（２９．７％）など１０費目で増となった一方、労働費（▲５．９％）、農林水産業費（▲３．
２％）など３費目が減となった。 

 
［費目別の主な増減理由］ 
 
 ・ 総務費は、特別定額給付金事業等の新型コロナウイルス感染症対策に係る事業の実施や新

庁舎建設事業（岐阜市、各務原市）の増等により、前年度比１５８．０％、２，０７６億６
９百万円の増となった。 

 
 ・ 商工費は、中小企業金融調整貸付金（岐阜市）や新型コロナウイルス感染症拡大防止協力

金事業等の新型コロナウイルス感染症対策に係る事業の実施等により、前年度比１２６．８％、
４２０億５３百万円の増となった。 

 
 ・ 教育費は、小学校建替事業（多治見市）や、北方学園構想事業（北方町）の増等により、

前年度比１３．０％、１４０億１７百万円の増となった。 
 
 ・ 災害復旧費は、粗大ごみ施設復旧事業（岐阜市）や、令和２年７月豪雨に係る災害復旧事

業（中津川市、瑞浪市、恵那市、土岐市、下呂市）の増等により、前年度比２９．７％、１
７億８６百万円の増となった。 

 
■性質別歳出 

 

○  義務的経費は２年連続の増加。 

・ 義務的経費は、会計年度任用職員制度の施行による人件費の増等により、２年連続の増

となった。 

○ 投資的経費は２年連続の増加。 
・ 普通建設事業費の単独事業が減となる一方、普通建設事業費の補助事業や災害復旧事業

費が増となり、投資的経費は２年連続の増加となった。 

 

※ 性質別歳出とは、行政目的を遂行するためにどういった資源に財源を投じたか、歳出の経済的性質に着目 

して分類したもの。 

※ 扶助費とは、社会保障制度の一環として、児童、高齢者、障がい者、生活困窮者などに対して国や地方公 

共団体が行う支援に要する経費をいう。 

 
 
性質別歳出の対前年度比較 

（単位：百万円、％）

決算額 構成比
対前年度
伸    率

決算額 構成比
対前年度
伸    率

385,639 33.5 5.9 364,001 41.9 2.1

人件費 146,725 12.8 12.9 129,927 15.0 0.4

扶助費 159,362 13.9 1.9 156,418 18.0 5.3

公債費 79,552 6.9 2.4 77,656 8.9 ▲ 0.9

144,333 12.5 1.5 142,134 16.3 17.6

普通建設事業費 136,533 11.9 0.3 136,120 15.6 19.0

災害復旧事業費 7,800 0.7 29.7 6,014 0.7 ▲ 7.4

620,208 53.9 70.4 363,920 41.8 0.0

1,150,180 100.0 32.2 870,055 100.0 3.4

その他の経費

歳出総額

（

内
訳
）

区分
令和２年度 令和元年度

義務的経費

（

内
訳
）

投資的経費
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（１）義務的経費は、前年度比５．９％、２１６億３８百万円の増となった。 
 

・ 人件費は、会計年度任用職員制度の施行により、前年度比１２．９％、１６７億９８百
万円の増となった。 

・ 扶助費は、幼児教育・保育の無償化に伴う児童福祉費及び教育費の増等により、前年度
比１．９％、２９億４４百万円の増となった。 

 

 

 
（２）投資的経費は、前年度比１．５％、２１億９９百万円の増となった。 
     

・ 普通建設事業費は、各団体の庁舎整備等により事業費が増加し、前年度比０．３％、 
４億１３百万円の増となった。 

・  災害復旧事業費は、令和２年７月豪雨などに係る災害復旧事業の増等により、前年度 
比２９．７％、１７億８６百万円の増となった。 



- 11 - 

 

投資的経費の状況 

事業費 伸率 事業費 伸率 事業費 伸率 事業費 伸率

 H23年度 116,269   ▲8.5 111,606  ▲10.6 46,926   ▲8.6 62,898  ▲11.3

 H24年度 114,003 ▲ 1.9 109,838 ▲ 1.6 45,985 ▲ 2.0 61,113 ▲ 2.8

 H25年度 117,583 3.1 116,147 5.7 51,043 11.0 63,055 3.2

 H26年度 120,316 2.3 118,216 1.8 49,777 ▲ 2.5 66,405 5.3

 H27年度 113,757 ▲ 5.5 110,519 ▲ 6.5 42,927 ▲ 13.8 65,351 ▲ 1.6

 H28年度 118,104 3.8 117,158 6.0 41,450 ▲ 3.4 72,498 10.9

 H29年度 123,305 4.4 121,901 4.0 47,289 14.1 71,610 ▲ 1.2

 H30年度 120,844 ▲ 2.0 114,352 ▲ 6.2 41,465 ▲ 12.3 69,926 ▲ 2.4

 R1年度 142,134 17.6 136,120 19.0 45,590 9.9 87,494 25.1

 R2年度 144,333 1.5 136,533 0.3 53,240 16.8 80,628 ▲ 7.8

 うち普通建設事業費　　 区分

 年度

(単位：百万円、％）

　　投資的経費
うち補助事業 うち単独事業
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■主な補助事業
（単位：百万円）

区　分 市町村名 事　　業　　名
事 業 費

（当該年度）

岐 阜 市 新庁舎建設事業 3,275

多治見市 小学校新校舎建設事業 2,017

各務原市 新庁舎建設事業 1,387

北 方 町 北方学園構想事業 915

高 山 市 小学校大規模改修事業 851

岐 阜 市 新庁舎建設事業 1,642

各務原市 クリーンセンター施設整備事業 1,415

多治見市 駅南市街地再整備事業 1,172

中津川市 新衛生センター建設事業 833

多治見市 小学校空調機整備事業 739

■主な単独事業
（単位：百万円）

区　分 市町村名 事　　業　　名
事 業 費

（当該年度）

岐 阜 市 新庁舎建設事業 11,337

御 嵩 町 亜炭鉱跡防災対策事業 3,778

北 方 町 南東部広域交流拠点整備事業 1,415

可 児 市 文化センター大規模改修事業 1,219

美 濃 市 健康文化交流センター建設事業 1,047

大 垣 市 新庁舎建設事業 7,165

岐 阜 市 新庁舎建設事業 5,092

羽 島 市 新庁舎建設事業 1,996

御 嵩 町 亜炭鉱跡防災対策事業 1,844

関　　市 学校給食センター整備事業 1,744

R1年度

R2年度

R1年度

R2年度

 

 
（３）その他の経費は、前年度比７０．４％、２，５６２億８８百万円の増となった。 
     

・ 補助費等は、特別定額給付金事業等の新型コロナウイルス感染症対策に係る事業の増等
により、前年度比２８３．５％、２，３３１億７３百万円の増となった。 

・ 貸付金は、新型コロナウイルス感染症対策に係る制度融資の増加等により、前年度比１
５３．０％、２２５億３４百万円の増となった。 

 
６ 地方債残高 
 

○  地方債現在高は２年連続で増加。 

・ 平成３０年度末まで、地方債現在高は８年連続の減少となっていたが、令和元年度末に

増加に転じ、緊急防災・減災事業債、公共施設等適正管理推進事業債などの増加を受けて

、２年連続で増加した。 

・ なお、後年度に元利償還金の全額が交付税で措置される臨時財政対策債を除いた地方債

現在高についても、平成１２年度以降減少を続けていたが、令和元年度末に増加に転じ、

２年連続で増加した。 
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地方債の現在高 （単位：百万円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 R1年度 R2年度

23,707 23,423 25,159 27,044 29,146 24,510 24,750 25,507 26,804 28,579

1,112 2,743

13,678 12,591 11,280 10,004 8,948 7,778 6,833 5,980 5,346 4,842

36,623 33,362 31,581 31,449 29,853 30,945 32,516 31,655 34,654 35,802

21,700 18,682 16,129 14,671 13,328 11,392 9,687 8,856 8,553 9,939

285,820 272,632 259,289 249,850 235,800 224,882 222,294 222,981 228,876 231,933

  うち地域総合整備事業債 26,982 20,714 15,926 10,731 8,135 5,904 4,121 2,665 1,521 822

  うち地方道路等整備事業債 59,294 52,678 46,501 39,715 33,589 28,263 24,554 22,601 21,236 19,138

  うち臨時経済対策事業債 8,801 7,590 6,151 4,988 4,059 3,330 2,815 2,334 1,851 1,387

  うち緊急防災・減災事業債 783 2,162 3,483 4,655 7,045 8,129 9,955 16,083

  うち公共施設等適正
　管理推進事業債

2,678 9,454 15,036 20,618

  うち旧合併特例事業債 137,197 143,185 147,833 153,172 151,108 148,175 151,739 150,673 152,552 146,433

  うち緊急浚渫推進事業債 94

8,379 7,738 7,079 6,317 5,766 5,284 4,760 4,507 4,731 5,157

29,102 27,092 25,615 24,582 23,440 23,155 23,827 24,177 25,243 25,588

32,667 27,070 21,416 16,427 14,087 11,676 9,256 7,080 5,443 4,005

271,690 290,032 308,436 323,109 332,438 335,564 337,710 337,936 332,409 325,013

50,803 54,116 52,728 50,276 47,519 51,714 51,204 51,031 49,235 51,495

774,169 766,738 758,711 753,728 740,325 726,901 722,835 719,710 722,406 725,096

  除く臨財債 502,479 476,706 450,275 430,619 407,887 391,338 385,125 381,774 389,997 400,083

減税補てん債

臨時財政対策債

その他

地方債合計

辺地対策事業債

過疎対策事業債

区　　　分

公共事業等債

公営住宅債

学校教育施設整備事業債

一般廃棄物処理事業債

一般単独事業債

防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債

 

○ 臨時財政対策債は、令和元年度末に減少に転じ、２年連続で減少したものの、防災対策等に

活用された緊急防災・減災事業債や公共施設整備等に活用された公共施設等適正管理推進事業

債などが増加したことで全体では０．４％の増となっている。 
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７ 積立金 
 
○  積立金現在高は、３年連続で減少。 

・ 財政調整基金、減債基金及び特定目的基金において積み立てを上回る額を取り崩したため

、積立金現在高は減少した。 

 
 

  

積立金の増減額

対前年度伸率 対前年度伸率

財政調整基金 15,212 118.2 18,874 11.1 ▲ 3,662 135,290

減債基金 2,226 ▲ 23.4 3,866 64.8 ▲ 1,640 31,415

特定目的基金 21,032 18.7 25,432 9.9 ▲ 4,400 174,054

合　　計 38,470 39.4 48,172 13.4 ▲ 9,702 340,759

区　  分 積立額(A)
取崩し額

(B)
積立金増減額

(A)－(B)
R2末積立
金現在高

（単位：百万円、％）

 

［注］積立額＝歳出決算額＋歳計剰余金処分による積立て 
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基準財政収入額

基準財政需要額
財政力指数（３年平均） ＝

経常経費充当一般財源

経常一般財源等＋減収補てん債特例分＋臨時財政対策債
経常収支比率 ＝ ×１００

８ 財政運営指標 
 
 
（１）財政力指数 
 

 前年度と同率で推移し、０．５９となった。 

    

    

 区　　分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

 市　  計 0.62 0.62 0.62 0.62 0.63

 町 村 計 0.54 0.54 0.55 0.55 0.55

 県　  計 0.58 0.58 0.59 0.59 0.59

 全 国 計 0.50 0.51 0.51 0.51 0.51
 

 

   ［注］ 全国計は特別区を除く。各計は単純平均 

 

 

   ・ 財政力指数は、財政統計上用いる指数であり、大きいほど財政力が強いことを示す。 

   ・ 以下の算式により算出し、通常は３年平均の値を使用する。 

 

 
 
 
 
（２）経常収支比率  
 
    県全体では、分子である経常経費充当一般財源が、人件費や補助費等の増により増加した

ものの、地方消費税交付金の増や法人事業税交付金の創設等により分母である経常一般財源
等の増が上回ったことにより、前年度から０．１ポイント減少（改善）した。 

 

  （単位：％）

区　　分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

 市　  計 89.0 90.7 90.2 90.6 90.7

 町 村 計 84.1 84.4 85.2 85.6 84.3

 県　  計 88.2 89.7 89.3 89.7 89.6

 全 国 計 92.5 92.8 93.0 93.6 93.1
 

 

［注］ 減収補てん債特例分、猶予特例債及び臨時財政対策債を経常一般財源に加えて算出。 

    ［注］ 全国計は特別区を除く。各計は加重平均。 
 

 

  ・ 経常収支比率は、財政構造の弾力性を把握するものであり、低いほど財政構造に弾力性があることを示す。 

   ・ 以下の算式により算出する。 

 

 

【参考】 

【参考】 
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（Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ）

Ｅ－Ｄ
実質公債費比率＝ ×１００

（３）実質公債費比率 
    
    令和２年度決算に基づく県平均値は、前年度から０．３ポイント減少（改善）し、 

４．７％となった。 
また、県内全市町村が、自主的かつ計画的に当該団体の財政の健全化を図るべき基準であ

る「早期健全化基準」未満となっている。 
   なお、比率が１８％以上の団体は、地方債の発行に際し、知事の許可が必要となる「起債

許可団体」となるが、７年連続で起債許可団体は該当なしとなっている。 

 

  （単位：％）

 区　　分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

 市　  計 5.5 5.5 5.1 4.7 4.3

 町 村 計 7.3 7.1 6.9 6.8 6.7

 県　  計 5.8 5.8 5.4 5.0 4.7

 全 国 計 6.9 6.4 6.1 5.8 5.7
 

［注］ 実質公債費比率は「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき算定されたものであり、数値は「県内市 

  町村の健全化判断比率等（確報値）の公表」による。各計は加重平均。 

 

 

 
 

 

  ・ 地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入される財源のうち、公債費や公営 

企業債に対する繰出金などの公債費に準ずるものを含めた実質的な公債費相当額（普通交付税が措置されるもの 

を除く。）に充当されたものの占める割合の前３年度の平均値。地方債の償還金及びこれに準ずる額の大きさを指 

標化し、資金繰りの危険度を示す比率である。 

   ・ ２５％以上が、自主的かつ計画的にその団体の財政の健全化を図るべき「早期健全化基準」とされ、３５％以上 

が、自主的な財政の健全化を図ることが困難な状況であるとされる「財政再生基準」とされている。 

   ・ 算式は以下の通り。 

     

 

            Ａ … 元利償還金（繰上償還等を除く） 

            Ｂ … 元利償還金に準ずるもの（「準元利償還金」） 

           ・公営企業債の元利償還金に対する一般会計からの繰出金 

                   ・一部事務組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金・補助金 

                   ・債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの  等 

            Ｃ … 元利償還金又は準元利償還金に充てられる特定財源 

            Ｄ … 元利償還及び準元利償還金に要する経費として普通交付税の額の算定に用いる 

基準財政需要額に算入された額 

        Ｅ … 標準財政規模（標準的な規模の収入の額） 

【参考】 


